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（誇大表示の禁止） 
第三十二条の二 何人も、食品として販売に供する物に関して広告その他の表示をするときは、健康の保持増進

の効果その他厚生労働省令で定める事項（以下「健康保持増進効果等」という。）について、著しく事実に相違

する表示をし、又は著しく人を誤認させるような表示をしてはならない。 

 

○ 不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号）抄 
（目的）  

第一条  この法律は、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による顧客の誘引を防止するため、

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 （昭和二十二年法律第五十四号）の特例を定めることにより、

公正な競争を確保し、もつて一般消費者の利益を保護することを目的とする。  

 

（定義）  

第二条  この法律で「景品類」とは、顧客を誘引するための手段として、その方法が直接的であるか間接的であ

るかを問わず、くじの方法によるかどうかを問わず、事業者が自己の供給する商品又は役務の取引（不動産に

関する取引を含む。以下同じ。）に附随して相手方に提供する物品、金銭その他の経済上の利益であつて、公正

取引委員会が指定するものをいう。  

２  この法律で「表示」とは、顧客を誘引するための手段として、事業者が自己の供給する商品又は役務の内容

又は取引条件その他これらの取引に関する事項について行なう広告その他の表示であつて、公正取引委員会が

指定するものをいう。  

 

（景品類の制限及び禁止）  

第三条  公正取引委員会は、不当な顧客の誘引を防止するため必要があると認めるときは、景品類の価額の最高

額若しくは総額、種類若しくは提供の方法その他景品類の提供に関する事項を制限し、又は景品類の提供を禁

止することができる。  

 

（不当な表示の禁止）  

第四条  事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号に掲げる表示をしてはならない。  

一  商品又は役務の品質、規格その他の内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良である

と示し、又は事実に相違して当該事業者と競争関係にある他の事業者に係るものよりも著しく優良であると示

すことにより、不当に顧客を誘引し、公正な競争を阻害するおそれがあると認められる表示  

二  商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当該事業者と競争関係にある他の事業者に

係るものよりも取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認されるため、不当に顧客を誘引し、公正

な競争を阻害するおそれがあると認められる表示  

三  前二号に掲げるもののほか、商品又は役務の取引に関する事項について一般消費者に誤認されるおそれがあ

る表示であつて、不当に顧客を誘引し、公正な競争を阻害するおそれがあると認めて公正取引委員会が指定す

るもの  

２  公正取引委員会は、前項第一号に該当する表示か否かを判断するため必要があると認めるときは、当該表示

をした事業者に対し、期間を定めて、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めることが

できる。この場合において、当該事業者が当該資料を提出しないときは、第六条第一項及び第二項の規定の適

用については、当該表示は同号に該当する表示とみなす。  

 

（公聴会及び告示） 

第五条  公正取引委員会は、第二条若しくは前条第一項第三号の規定による指定若しくは第三条の規定による制

限若しくは禁止をし、又はこれらの変更若しくは廃止をしようとするときは、公正取引委員会規則で定めると

ころにより、公聴会を開き、関係事業者及び一般の意見を求めるものとする。  

２  前項に規定する指定並びに制限及び禁止並びにこれらの変更及び廃止は、告示によつて行うものとする。  
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（排除命令） 

第六条  公正取引委員会は、第三条の規定による制限若しくは禁止又は第四条第一項の規定に違反する行為があ

るときは、当該事業者に対し、その行為の差止め若しくはその行為が再び行われることを防止するために必要

な事項又はこれらの実施に関連する公示その他必要な事項を命ずることができる。その命令（以下「排除命令」

という。）は、当該違反行為が既になくなつている場合においても、することができる。  

２  私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第八条の二 、第二十条、第二十五条、第二十六条及び第

八章第二節（第四十六条、第四十九条第三項から第五項まで、第五十条、第五十一条、第五十三条、第五十五

条第二項、第五項及び第六項、第五十九条第二項、第六十五条、第六十七条、第六十九条第三項、第七十条の

二第四項、第七十条の九から第七十条の十一まで並びに第七十条の十二第一項を除く。）の規定の適用について

は、前項に規定する違反行為は同法第十九条 の規定に違反する行為（事業者団体が事業者に当該行為に該当す

る行為をさせるようにする場合にあつては、同法第八条第一項第五号 の不公正な取引方法に該当する行為）と、

排除命令は排除措置命令とみなす。この場合において、同法第四十九条第一項 中「排除措置命令書」とあるの

は「排除命令書」と、「違反行為を排除し、又は違反行為が排除されたことを確保するために必要な措置」とあ

るのは「その行為の差止め若しくはその行為が再び行われることを防止するために必要な事項又はこれらの実

施に関連する公示その他必要な事項」と、同条第二項 中「排除措置命令書」とあるのは「排除命令書」と、同

条第六項 中「排除措置命令書」とあるのは「排除命令書」と、「六十日」とあるのは「三十日」と、同法第七

十条の十五 中「排除措置命令書」とあるのは「排除命令書」と、同法第七十条の二十一 中「第三章 」とある

のは「第三章 （第十三条第一項及び第三節を除く。）」とする。  

３  排除命令は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第九十条第三号 、第九十二条、第九十五条

第一項第二号、第二項第二号及び第三項、第九十五条の二並びに第九十五条の三（それぞれ同法第九十条第三

号 に係る部分に限る。）並びに第九十七条の規定の適用については、排除措置命令とみなす。  

 

（都道府県知事の指示） 

第七条  都道府県知事は、第三条の規定による制限若しくは禁止又は第四条第一項の規定に違反する行為がある

と認めるときは、当該事業者に対し、その行為の取りやめ若しくはその行為が再び行われることを防止するた

めに必要な事項又はこれらの実施に関連する公示その他必要な事項を指示することができる。その指示は、当

該違反行為が既になくなつている場合においても、することができる。  

 

（公正取引委員会への措置請求） 

第八条  都道府県知事は、前条の規定による指示を行つた場合において当該事業者がその指示に従わないとき、

その他同条に規定する違反行為を取りやめさせるため、又は同条に規定する違反行為が再び行われることを防

止するため必要があると認めるときは、公正取引委員会に対し、この法律の規定に従い適当な措置をとるべき

ことを求めることができる。  

２  前項の規定による請求があつたときは、公正取引委員会は、当該違反行為について講じた措置を当該都道府

県知事に通知するものとする。  

 

（報告の徴収及び立入検査等） 

第九条  都道府県知事は、第七条の規定による指示又は前条第一項の規定による請求を行うため必要があると認

めるときは、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある事業者に対し景品類若しくは表示に関

する報告をさせ、又はその職員に、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある事業者の事務所、

事業所その他その事業を行う場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させ

ることができる。  

２  前項の規定により立入検査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけれ

ばならない。  

３  第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  

（技術的な助言及び勧告並びに資料の提出の要求） 
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第十条  公正取引委員会は、都道府県知事に対し、前三条の規定により都道府県知事が処理する事務の運営その

他の事項について適切と認める技術的な助言若しくは勧告をし、又は当該助言若しくは勧告をするため若しく

は当該都道府県知事の事務の適正な処理に関する情報を提供するため必要な資料の提出を求めることができる。  

２  都道府県知事は、公正取引委員会に対し、前三条の規定により都道府県知事が処理する事務の管理及び執行

について技術的な助言若しくは勧告又は必要な情報の提供を求めることができる。  

 

（是正の要求） 

第十一条  公正取引委員会は、第七条から第九条までの規定により都道府県知事が行う事務の処理が法令の規定

に違反していると認めるとき、又は著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害していると認めるときは、当

該都道府県知事に対し、当該都道府県知事の事務の処理について違反の是正又は改善のため必要な措置を講ず

べきことを求めることができる。  

２  都道府県知事は、前項の規定による求めを受けたときは、当該事務の処理について違反の是正又は改善のた

めの必要な措置を講じなければならない。  

 

（公正競争規約） 

第十二条  事業者又は事業者団体は、公正取引委員会規則で定めるところにより、景品類又は表示に関する事項

について、公正取引委員会の認定を受けて、不当な顧客の誘引を防止し、公正な競争を確保するための協定又

は規約を締結し、又は設定することができる。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２  公正取引委員会は、前項の協定又は規約（以下「公正競争規約」という。）が次の各号に適合すると認める

場合でなければ、前項の認定をしてはならない。  

一  不当な顧客の誘引を防止し、公正な競争を確保するために適切なものであること。  

二  一般消費者及び関連事業者の利益を不当に害するおそれがないこと。  

三  不当に差別的でないこと。  

四  公正競争規約に参加し、又は公正競争規約から脱退することを不当に制限しないこと。  

３  公正取引委員会は、第一項の認定を受けた公正競争規約が前項各号に適合するものでなくなつたと認めると

きは、当該認定を取り消さなければならない。  

４  公正取引委員会は、第一項又は前項の規定による処分をしたときは、公正取引委員会規則で定めるところに

より、告示しなければならない。  

５  私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第七条第一項 及び第二項 （第八条の二第二項及び第二十

条第二項において準用する場合を含む。）、第八条の二第一項及び第三項、第二十条第一項、第七十条の十三第

一項並びに第七十四条の規定は、第一項の認定を受けた公正競争規約及びこれに基づいてする事業者又は事業

者団体の行為には、適用しない。  

６  第一項又は第三項の規定による公正取引委員会の処分について不服があるものは、第四項の規定による告示

があつた日から三十日以内に、公正取引委員会に対し、不服の申立てをすることができる。この場合において、

公正取引委員会は、審判手続を経て、審決をもつて、当該申立てを却下し、又は当該処分を取り消し、若しく

は変更しなければならない。  

 

（行政不服審査法 の適用除外等） 

第十三条  この法律の規定により公正取引委員会がした処分については、行政不服審査法 （昭和三十七年法律

第百六十号）による不服申立てをすることができない。  

２  前条第六項の申立てをすることができる事項に関する訴えは、審決に対するものでなければ、提起すること

ができない。  

 

（罰則） 

第十四条  第六条第二項の規定により適用される私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第六十二条 

において読み替えて準用する刑事訴訟法 （昭和二十三年法律第百三十一号）第百五十四条 又は第百六十六条 
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の規定により宣誓した参考人又は鑑定人が虚偽の陳述又は鑑定をしたときは、三月以上十年以下の懲役に処す

る。  

２  前項の罪を犯した者が、審判手続終了前であつて、かつ、犯罪の発覚する前に自白したときは、その刑を軽

減し、又は免除することができる。  

 

第十五条  次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。  

一  第六条第二項の規定により適用される私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第四十七条第一項

第一号 若しくは第二項 又は第五十六条第一項 の規定による事件関係人又は参考人に対する処分に違反して

出頭せず、陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をし、又は報告をせず、若しくは虚偽の報告をした者  

二  第六条第二項の規定により適用される私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第四十七条第一項

第二号 若しくは第二項 又は第五十六条第一項 の規定による鑑定人に対する処分に違反して出頭せず、鑑定を

せず、又は虚偽の鑑定をした者  

三  第六条第二項の規定により適用される私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第四十七条第一項

第三号 若しくは第二項 又は第五十六条第一項 の規定による物件の所持者に対する処分に違反して物件を提

出しない者  

四  第六条第二項の規定により適用される私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第四十七条第一項

第四号 若しくは第二項 又は第五十六条第一項 の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者  

 

第十六条  第九条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者は、

五十万円以下の罰金に処する。  

 

第十七条  第六条第二項の規定により適用される私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第六十二条 

において読み替えて準用する刑事訴訟法第百五十四条 又は第百六十六条 の規定による参考人又は鑑定人に対

する命令に違反して宣誓をしない者は、二十万円以下の罰金に処する。  

 

第十八条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務又は財

産に関して、第十五条又は第十六条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して

も、各本条の罰金刑を科する。  

２  法人でない団体の代表者、管理人、代理人、使用人その他の従業者がその団体の業務又は財産に関して、第

十五条又は第十六条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その団体に対しても、各本条の罰金刑を

科する。  

３  前項の場合においては、代表者又は管理人が、その訴訟行為につきその団体を代表するほか、法人を被告人

又は被疑者とする場合の訴訟行為に関する刑事訴訟法 の規定を準用する。 

 

○ 不当景品類及び不当表示防止法第２条の規定により景品類及び表示を指定する件 
（平成１０年公正取引委員会告示第２０号）抄 

１ 不当景品類及び不当表示防止法（以下「法」という。）第２条第１項に規定する景品類とは、顧客を誘引する

ための手段として、方法のいかんを問わず、事業者が自己の供給する商品又は役務の取引に附随して相手方に

提供する物品金銭その他の経済上の利益であって、次に掲げるものをいう。ただし、正常な商慣習に照らして

値引又はアフターサービスと認められる経済上の利益及び正常な商慣習に照らして当該取引に係る商品又は役

務に附属すると認められる経済上の利益は、含まない。 

  一 物品及び土地、建物その他の工作物 

  二 金銭、金券、預金証書、当せん金附証票及び公社債、株券、商品券その他の有価証券 

  三  きよう応（映画、演劇、スポーツ、旅行その他の催物等への招待又は優待を含む。） 

  四  便益、労務その他の役務 
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２  法第２条第２項に規定する表示とは、顧客を誘引するための手段として、事業者が自己の供給する商品又は

役務の取引に関する事項について行う広告その他の表示であって、次に掲げるものをいう。 

  一  商品、容器又は包装による広告その他の表示及びこれらに添付した物による広告その他の表示 

  二  見本、チラシ、パンフレット、説明書面その他これらに類似する物による広告その他の表示（ダイレクト

メール、ファクシミリ等によるものを含む。）及び口頭による広告その他の表示（電話によるものを含む。） 

 三  ポスター、看板（プラカード及び建物又は電車，自動車等に記載されたものを含む。）、ネオン・サイン、

アドバルーンその他これらに類似する物による広告及び陳列物又は実演による広告 

  四  新聞紙、雑誌その他の出版物、放送（有線電気通信設備又は拡声機による放送を含む。）、映写、演劇又は

電光による広告 

  五  情報処理の用に供する機器による広告その他の表示（インターネット、パソコン通信等によるものを含む。） 

 

○ 懸賞による景品類の提供に関する事項の制限（昭和５２年公正取引委員会告示第３号）抄 
１  この告示において「懸賞」とは、次に掲げる方法によつて景品類の提供の相手方又は提供する景品類の価額

を定めることをいう。 

  一  くじその他偶然性を利用して定める方法 

  二  特定の行為の優劣又は正誤によつて定める方法 

２  懸賞により提供する景品類の最高額は、懸賞に係る取引の価額の二十倍の金額（当該金額が十万円を超える

場合にあっては、十万円）を超えてはならない。 

３  懸賞により提供する景品類の総額は、当該懸賞に係る取引の予定総額の百分の二を超えてはならない。 

４  前二項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合において、懸賞により景品類を提供するときは、景品類

の最高額は三十万円を超えない額、景品類の総額は懸賞に係る取引の予定総額の百分の三を超えない額とする

ことができる。ただし、他の事業者の参加を不当に制限する場合は、この限りでない。 

  一  一定の地域における小売業者又はサービス業者の相当多数が共同して行う場合 

  二  一の商店街に属する小売業者又はサービス業者の相当多数が共同して行う場合。ただし、中元、年末等の

時期において、年三回を限度とし、かつ、年間通算して七十日の期間内で行う場合に限る。 

  三  一定の地域において一定の種類の事業を行う事業者の相当多数が共同して行う場合 

５  前三項の規定にかかわらず、二以上の種類の文字、絵、符号等を表示した符票のうち、異なる種類の符票の

特定の組合せを提示させる方法を用いた懸賞による景品類の提供は、してはならない。 

 

○ 一般消費者に対する景品類の提供に関する事項の制限 (昭和５２年公正取引委員会告示第５号)抄 
１ 一般消費者に対して懸賞（「懸賞による景品類の提供に関する事項の制限」（昭和５２年公正取引委員会告示

第３号）第１項に規定する懸賞をいう。）によらないで提供する景品類の価額は、景品類の提供に係る取引の価

額の１０分の２の金額（当該金額が２００円未満の場合にあつては、２００円）の範囲内であつて、正常な商

慣習に照らして適当と認められる限度を超えてはならない。 

２ 次に掲げる経済上の利益については、景品類に該当する場合であつても、前項の規定を適用しない。 

  一 商品の販売若しくは使用のため又は役務の提供のため必要な物品又はサービスであつて、正常な商慣習に

照らして適当と認められるもの 

  二 見本その他宣伝用の物品又はサービスであつて、正常な商慣習に照らして適当と認められるもの 

  三 自己の供給する商品又は役務の取引において用いられる割引券その他割引を約する証票であつて、正常な

商慣習に照らして適当と認められるもの 

  四 開店披露、創業記念等の行事に際して提供する物品又はサービスであつて、正常な商慣習に照らして適当

と認められるもの 

 

備考 不当景品類及び不当表示防止法第３条の規定に基づく特定の種類の事業における景品類の提供に関する事

項の制限の告示で定める事項については、当該告示の定めるところによる。 
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（参考）主な関係通知 等 
発出年月日 番号 標題 

 Ⅰ－１）関係  

昭和３３年５月７日 薬発第２６４号 薬局、医薬品製造業、医薬品輸入販売業及び医薬品販売業

の業務について 
昭和３６年２月８日 薬発第４４号 薬事法の施行について 
平成１８年６月１４日 薬食発第０６１４００６号 薬事法の一部を改正する法律について 
昭和３１年１２月１日 薬収第１０３６号 薬事法施行上の疑義について 
昭和４４年１１月６日 薬事第３２６号 薬事法に対する疑義について 
昭和４４年１２月２日 薬事第３４２号 医薬品を分割販売（零売）するときの表示について 
昭和４５年３月１７日 薬事第８２号 医薬品を分割販売（零売）するときの表示について 

 Ⅱ－１）関係  

昭和４６年６月１日 薬発第４７６号 無承認無許可医薬品の指導取締りについて 
昭和５８年４月１日 薬発第２７３号 医薬品の範囲に関する基準の一部改正について 
昭和５９年５月２１日 薬監第４３号 無承認無許可医薬品の指導取締りの徹底について 
昭和６２年９月２２日 薬監第８８号 無承認無許可医薬品の監視指導について 
昭和６２年９月２２日 薬発第８２７号 医薬品の範囲に関する基準の一部改正について 
平成２年１１月２２日 薬発第１１７９号 医薬品の範囲に関する基準の一部改正について 
平成２年１１月２２日 薬監第６５号 無承認無許可医薬品監視指導マニュアルの一部改正につ

いて 
平成１０年３月３１日 医薬発第３４４号 医薬品の範囲に関する基準の一部改正について 
平成１０年３月３１日 医薬監第６２号 無承認無許可医薬品監視指導マニュアルの一部改正につ

いて 
平成１２年４月５日 医薬発第３９２号 医薬品の範囲に関する基準の一部改正について 
平成１２年４月５日 医薬監第３１号 無承認無許可医薬品監視指導マニュアルの一部改正につ

いて 
平成１３年３月２７日 医薬発第２４３号 医薬品の範囲に関する基準の改正について 
平成１３年３月２７日 医薬監麻発第３３３号 無承認無許可医薬品監視指導マニュアルの一部改正につ

いて 
平成１４年１１月１５日 医薬発第１１１５００３号 医薬品の範囲に関する基準の改正について 
平成１４年１１月１５日 医薬監麻発第１１１５０１

６号 
無承認無許可医薬品監視指導マニュアルの一部改正につ

いて 
平成１６年３月３１日 薬食発第０３３１００９号 医薬品の範囲に関する基準の一部改正について 
平成１６年３月３１日 薬食監麻発第０３３１００

４号 
無承認無許可医薬品監視指導マニュアルの一部改正につ

いて 
平成１９年４月１７日 薬食発第０４１７００１号 医薬品の範囲に関する基準の一部改正について 
平成１９年４月１７日 薬食監麻発第０４１７００

１号 
無承認無許可医薬品監視指導マニュアルの一部改正につ

いて 
昭和３６年１１月１８日 薬発第４７０号 医薬部外品を指定する告示の一部改正について 
昭和３７年９月６日 薬発第４６４号 医薬部外品の取扱いについて 
平成１１年３月１２日 医薬発第２８０号 医薬品販売規制緩和に係る薬事法施行令の一部改正等に

ついて 
平成１６年７月１６日 薬食発第７１６００２号 一般用医薬品から医薬部外品への移行措置に係る薬事法

施行令の一部改正等について 
平成１６年７月１６日 薬食発第７１６００６号 一般用医薬品から医薬部外品に移行する品目の範囲につ

いて 
平成１６年７月２６日 薬食審査発第７２６００２

号 
一般用医薬品から医薬部外品に移行する品目を一般小売

店で販売するに当たっての留意事項について 
昭和４６年４月８日 衛発第２２２号 特別用途食品の表示許可について 
昭和４８年１２月２６日 衛発第７８１号 特別用途食品の表示許可について 
平成３年７月１１日 衛新第６４号 栄養改善法施行規則の一部改正について 
平成１３年３月２７日 医薬発第２４４号 保健機能食品制度の創設について 
平成１６年３月２５日 食安発第３２５００２号 「栄養機能食品」への３成分（亜鉛、銅及びマグネシウム）

追加等について 
平成１６年３月２５日 食安新発第３２５００１号 「栄養成分の補給ができる旨の表示」及び「栄養機能食品」

の対象成分への亜鉛、銅及びマグネシウム）追加について

（健康増進法施行規則の一部を改正する省令、栄養表示基

準の一部を改正する件及び栄養機能食品の表示に関する

基準の一部を改正する件の施行等について） 
平成１７年２月１日 薬食発第２０１００１号 「健康食品」に係る制度の見直しについて 
平成１７年２月１日 食安新発第２０１００３号 特定保健用食品における疾病リスク低減表示について 
平成１７年２月２８日 食安新発第２２８００１号 「健康食品」に係る制度に関する質疑応答集について 


